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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期
第２四半期
累計期間

第19期
第２四半期
累計期間

第18期
第２四半期
会計期間

第19期
第２四半期
会計期間

第18期

会計期間

自平成21年
10月１日
至平成22年
３月31日

自平成22年
10月１日
至平成23年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成21年
10月１日
至平成22年
９月30日

売上高 （千円） 733,283 644,053 338,199 332,6721,342,117

経常利益 （千円） 29,501 27,549 13,155 31,509 28,191

四半期純利益又は四半期

（当期）純損失（△）
（千円） 6,564 23,896 △9,208 31,027 △56,986

持分法を適用した場合

の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 563,900 563,900 563,900

発行済株式総数 （株） － － 28,877 28,877 28,877

純資産額 （千円） － － 882,460 862,610 820,863

総資産額 （千円） － － 1,460,6661,198,0491,411,532

１株当たり純資産額 （円） － － 30,991.1330,058.2128,746.87

１株当たり四半期純利

益金額又は四半期（当

期）純損失金額（△）

（円） 230.28 838.89 △325.19 1,084.14△2,005.79

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益金額

（円） － 837.72 － 1,082.37 －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 60.1 71.9 57.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 28,324 67,381　 － － 46,573

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 9,665 △1,225 － － 5,148

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 37,677△231,598 － － 87,845

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － － 798,397 696,855 862,298

従業員数 （人） － － 42 34 41

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　　　　４．第18期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はあり

ますが、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、第18期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

        ５．第18期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高は

ありますが、希薄化効果を有しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社は、ケータイというデバイスを通じ「ユーザー視点に立った」ネットサービスを提供することにより、コンテン

ツホルダーのビジネスを加速させることで、社会に貢献することを経営理念として、以下の事業を展開しております。

　「コンテンツ事業」　

　当社又は他の事業者が企画・運営する携帯電話向けウェブ・サイト（以下、「モバイルサイト」と言います。）を通

じて主に音楽・電子書籍・動画等のモバイルコンテンツを一般消費者（以下、「ユーザー」と言います。）向けに配

信する「モバイルサイト向けコンテンツ配信」、iPhone等のスマートフォン、iPadに代表されるタブレット型端末向

けにコンテンツを配信する「スマートフォン、タブレット型端末向けコンテンツ配信」を行っております。当事業に

おいて営まれている内容に、重要な変更はありません。　

　

　なお、当社の親会社は株式会社セプテーニ・ホールディングスであり、当社は同社グループのコンテンツ事業に属し

ております。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 34 (12)

　（注）１．従業員数は就業人員でありますが、派遣社員及び契約社員を含んでおりません。

　２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注実績

　当社は、モバイルコンテンツの企画・制作・配信を主体とする会社であり、生産設備を保有しておりません。した

がって、生産実績は記載しておりません。

　また、当社は受注生産を行っていないため、受注状況の記載はしておりません。

(2) 販売実績

　当社はコンテンツ事業のみの単一セグメントであり、当第２四半期会計期間の販売実績は、次のとおりでありま

す。 

事業部門
当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

前年同四半期比（％）

　コンテンツ事業（千円） 332,672 －

合計（千円） 332,672 －

 

　（注）１．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

販売高
（千円）

割合
（％）

販売高
（千円）

割合
（％）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 102,238 30.2 95,527 28.7

ＫＤＤＩ株式会社　 81,966 24.2 74,308 22.3

ソフトバンクモバイル株式会社 91,009 26.9 66,170 19.9

ソフトバンククリエイティブ株式会社 － － 37,146 11.2

２．ソフトバンククリエイティブ株式会社の前第２四半期会計期間の販売高及び割合については、当該割合が

10％未満のため記載を省略しております。　

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末における資産の状況は、借入金の返済に伴う現金及び預金の減少165,442千円などにより前

期末に比べ213,483千円減少し、総資産は1,198,049千円となりました。負債は、前期末に比べ255,230千円減少して

335,438千円となりました。これは主に、短期借入金の返済により200,000千円、長期借入金の返済により49,800千円減

少したためであります。純資産については、四半期純利益23,896千円の計上、新株予約権の行使に伴う資本剰余金

14,383千円の増加等により前期末に比べ41,746千円増加して862,610千円となりました。

　

（２）経営成績の分析

　当第２四半期会計期間における我が国経済は、新興国等の経済成長により景気の持ち直しに転じてきていたものの、

平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響から電力供給の制約による生産活動の調整や、震災による直接的な

被害等により、景気が下振れする懸念が生じています。また、デフレの影響や、厳しい雇用情勢を反映し、先行き不透明

な状況であるため個人消費が伸び悩む状態が続いております。

　当社を取り巻く環境といたしましては、日本国内における携帯電話の契約者数が平成23年３月末現在で１億1,953万

契約に達しており、そのうち第３世代携帯電話の契約者が占める割合は98.8％で、平成22年12月末の98.5％から緩や

かではあるものの増加しております（出所：社団法人電気通信事業者協会）。

　携帯端末販売については、おサイフケータイやワンセグなど国内独自のサービスに対応したスマートフォンが登場

し、さらに今後のスマートフォンの出荷台数予測は平成23年度1,545万台、平成24年度1,925万台、平成25年度2,120万

台と携帯端末出荷台数の過半数を突破するとの予測もあるなど、スマートフォンの急速な普及が見込まれています

（株式会社MM総研調べ）。モバイルコンテンツ市場については、引き続き拡大傾向であるものの、既存の携帯電話向け

コンテンツの成長が鈍化する一方で、端末の普及とともにスマートフォン向けのアプリ市場が拡大する構図となって

おります。

　このような環境の下、当第２四半期会計期間においては、スマートフォン向けアプリとＳＮＳへのコンテンツ投入に

引き続き注力いたしました。スマートフォン向けアプリでは、iPhone並びにAndroid搭載スマートフォン、iPadなどの

タブレット型端末向けに、電子書籍の提供を積極的に行ってまいりました。提供しているアプリ数は、平成23年３月末

時点で112アプリとなり、平成22年12月末時点の49アプリからその数は倍増いたしました。販売ダウンロード数につい

ては、電子書籍化支援サービス「AXEL BOOK」の提供を開始した平成22年７月から平成23年３月の間に累計15万ダウ

ンロードを突破し、サービス開始から数えて累計８タイトルがApp Storeブックランキングでセールス１位を獲得す

るなど、販売は好調に推移しております。また、プラットフォーム対応として「App Store」、「Android Market」に加

え、KDDI株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社が提供する「au one Market」、株式会社TSUTAYA GALAPAGOSが運営

する「TSUTAYA GALAPAGOS」、株式会社トゥ・ディファクトが運営する「honto」など新たに６つのプラットフォーム

への作品提供により販路拡大を進めました。

　ＳＮＳへのコンテンツ投入では、「GREE Platform」向けに動画コンテンツの提供を開始しました。「ベストヒット

動画 for GREE」ではハリウッド映画や海外ドラマ、「アニメ動画 for GREE」では国内アニメを配信し、作品数を増

やすことで売上増加に取り組んでおります。平成23年３月末時点で、「GREE Platform」向けに占い、動画、デコメなど

37アプリを提供しております。

　これらの取り組みを推進したものの、一部の新規案件の遅れなどがあったことにより当第２四半期会計期間の課金

数は、843千件（前四半期比33千件減）、第２四半期累計期間の課金数は、1,720千件となりました。当社は、当事業年度

において年間累計360万課金を目指しており、目標の進捗を把握しやすくするため四半期累計の課金数を記載してお

ります。

　また、営業利益、経常利益並びに四半期純利益については、既存の携帯電話向け音楽サイトにおける協業先からの収

入拡大、並びに、販売費及び一般管理費の圧縮等コスト削減に努めました。

　以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は332,672千円（前年同期比1.6％減）、営業利益は32,536千円（前年同

期比119.0％増）、経常利益は31,509千円（前年同期比139.5％増）、四半期純利益は31,027千円（前年同期は9,208千

円の四半期純損失）となりました。

　

　（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます）は、第１四半期会計期間末に比

べ17,484千円増加し696,855千円となりました。当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は以下のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は40,279千円（前年同四半期は37,703千円の獲得）となりました。主な収入要因は、税

引前四半期純利益の計上31,599千円、前払費用の減少12,039千円、仕入債務の増加12,044千円であり、主な支出要因

は、売上債権の増加による19,358千円であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は223千円（前年同四半期は1,364千円の使用）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は22,571千円（前年同四半期は24,912千円の使用）となりました。主な支出要因は、長

期借入金の返済による24,900千円であり、主な収入要因は、ストックオプションの行使に伴う自己株式の処分による

収入2,331千円であります。

　

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画されていた重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000

計 200,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,877 28,877
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 28,877 28,877 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

①　平成17年９月20日発行の第１回新株予約権（平成17年７月５日臨時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　83（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　83（注）１、３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　     　50,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成24年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000

新株予約権の行使の条件 （注）４　

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

  （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。但し、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整に

よる１株未満の端数は切り捨てる。

　　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　　　又、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に株式

数を調整する。

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

四半期報告書

 8/31



　　　　２．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

    切り上げる。 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（但し、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に

行使価額を調整する。

３．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれ

かの地位にあることを要する。但し、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、各新株予約権の１個未満の行使

はできないものとする。

(3) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

　　

②　平成17年９月20日発行の第２回新株予約権（平成17年７月５日臨時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　－（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　－（注）１、３

新株予約権の行使時の払込金額（円）  　　　　50,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成24年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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  （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。但し、かかる調整

　　　　　　は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整

による１株未満の端数は切り捨てる。

　　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　　　又、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に株式

数を調整する。

　　　　２．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

    切り上げる。 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（但し、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に

行使価額を調整する。

３．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれ

かの地位にあることを要する。但し、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、各新株予約権の１個未満の行使

はできないものとする。

(3) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 
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③　平成18年４月17日発行の第４回新株予約権（平成18年３月８日臨時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　15（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　 15（注）1、３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　100,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。但し、かかる調整は、

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整によ

る１株未満の端数は切り捨てる。

 　　　　　　

　　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　　　

　　　　　　又、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に株式

数を調整する。

 　　　 ２．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（但し、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に

行使価額を調整する。
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３．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

　　を減じた数であります。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれ

かの地位にあることを要する。但し、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権の相続は認めない。 

(3) 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、各新株予約権の１個未満の行使

はできないものとする。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。　

　

④　平成18年４月17日発行の第６回新株予約権（平成18年３月８日臨時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　　10（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　10(注）1、３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　100,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。但し、かかる調整は、

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整によ

る１株未満の端数は切り捨てる。

 　　　　　　

　　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　　　

　　　　　　又、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に株式

数を調整する。

 　　　 ２．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（但し、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。
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(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に

行使価額を調整する。

３．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれ

かの地位にあることを要する。但し、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権の相続は認めない。 

(3) 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、各新株予約権の１個未満の行使

はできないものとする。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。　　　

　　

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

　⑤　平成19年１月16日発行の第７回新株予約権（平成18年12月15日定時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　 ５（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　５（注）１、３

新株予約権の行使時の払込金額（円）        200,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成21年１月17日から

平成25年12月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　200,000

資本組入額 　100,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８

　（注）１．株主総会における決議の日（以下「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株

式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により

付与株式数を調整し、調整による１株未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

    また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲

で付与株式数を調整する。
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２．決議日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（但し、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その　時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行又は自　 

己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定に基づく自己株式の売渡し又は当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げる。 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」と読み替えるものとする。

(3) 上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で

行使価額を調整する。

３．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従

　　業員のいずれかの地位にあることを要する。但し、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理

由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

(3) 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、各新株予約権の１個未満の行使

はできないものとする。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の

規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切り

上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の取得条項

(1) 新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有し

なくなった場合、当社は、取締役会が別途定める日にその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社は、

取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得することができる。

    ①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

　　②　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

　　③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

８．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残

存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
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(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記の行使価額を組織再編行為の条件等

を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に上記（3）に従って決定される各新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

に定める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

上記４．に準じて決定する。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　上記６．に準じて決定する。 

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする

　(9) 新株予約権の取得条項

　　　上記７．に準じて決定する。

　(10)新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。　

　

⑥　平成21年１月19日発行の第10回新株予約権（平成20年12月17日定時株主総会決議）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 　　　96（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　96（注）１、３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　55,500（注）２

新株予約権の行使期間
平成22年12月18日から

平成23年12月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 55,500

資本組入額　 27,750

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８

　（注）１．新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株

式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により

付与株式数を調整し、調整による１株未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

    また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲

で付与株式数を調整する。
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２．割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）、次の算式により行使価額

を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」と読み替えるものとする。

(3) 上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で

行使価額を調整する。

３．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業

員のいずれかの地位にあることを要する。但し、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理

由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めないものとし、当該新

　　株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

(3) 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、新株予約権の１個未満の行使は

できないものとする。

(4) 新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有し

なくなった場合、当社は、取締役会で当該新株予約権の権利行使を認めることがない旨の決議をすることが

できる。この場合においては、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。　

(5) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の

規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切り

上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の取得条項

(1) 権利行使をすることができる期間の開始日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値（但し、当日に取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日の終値）が、行使価額に80％を乗じた金額

（1円未満の端数は切り捨てる。）を下回った場合、当社は、取締役会が別途定める日にその新株予約権を無

償で取得することができる。　

(2) 新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有し

なくなった場合、当社は、取締役会が別途定める日にその新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社は、

取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得することができる。

    ①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

　　②　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

　　③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

　　④　当社は、取締役会が別途定める日が到来したときに、新株予約権の全部又は一部を無償で取得するこ とが

できる。なお、新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決議によってその取得する新株予約権の

一部を決定する。　
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８．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残

存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を

交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定

めた場合に限るものとする。

　９．新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年１月１日～

 平成23年３月31日　
－ 28,877 － 563,900 － 148,821

 

（６）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社セプテーニ・ホールディ

ングス
東京都新宿区大京町24番地 15,738 54.50

小林 靖弘 東京都世田谷区 2,920 10.11

株式会社アサツーディ・ケイ 東京都中央区築地一丁目13番１号 300 1.03

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 239 0.82

アクセルマーク株式会社

（自己株式）　
東京都新宿区西新宿六丁目24番１号 230 0.79

峯岸 幸久 東京都大田区 212 0.73

田島 満 東京都港区 160 0.55

THE BANK OF NEW YORK,TREATY

JASDEC ACCOUNT

（常任代理人 株式会社三菱東京

UFJ銀行）　

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040

BRUSSELS,BELGIUM

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

　

140 0.48

佐藤 喜代純 東京都墨田区 133 0.46

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券株式会社）　

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UK

（東京都港区六本木六丁目10番１号 六本

木ヒルズ森タワー）　

113 0.39

計 － 20,185 69.90
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（７）【議決権の状況】

　　　①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　　普通株式　　  230 － －

完全議決権株式（その他）  　 普通株式　 28,647           28,647

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない

当社における標準となる

株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 28,877 － －

総株主の議決権 － 28,647 －

 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式）

アクセルマーク

株式会社 

東京都新宿区西新

宿六丁目24番１号
230 －　 230 0.79％

計 － 230 － 230 0.79％

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
10月

11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 65,00071,90094,20094,30078,70074,000

最低（円） 42,60045,60063,50068,00063,50038,350

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年10月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年10月１日から平成23年３月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年10月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社を有していないため四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成23年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 696,855 862,298

売掛金 268,542 246,745

その他 21,556 43,655

貸倒引当金 △956 △1,136

流動資産合計 985,999 1,151,563

固定資産

有形固定資産 ※1
 30,029

※1
 34,718

無形固定資産

のれん 73,750 88,250

その他 8,517 11,813

無形固定資産合計 82,267 100,063

投資その他の資産

敷金及び保証金 215,610 236,491

その他 44,893 49,447

貸倒引当金 △160,750 △160,750

投資その他の資産合計 99,753 125,187

固定資産合計 212,050 259,969

資産合計 1,198,049 1,411,532

負債の部

流動負債

買掛金 126,287 120,032

短期借入金 105,000 305,000

1年内返済予定の長期借入金 75,900 99,600

未払法人税等 2,769 3,600

事業損失引当金 － 8,262

その他 25,481 28,074

流動負債合計 335,438 564,569

固定負債

長期借入金 － 26,100

固定負債合計 － 26,100

負債合計 335,438 590,669

純資産の部

株主資本

資本金 563,900 563,900

資本剰余金 623,205 608,821

利益剰余金 △319,913 △343,810

自己株式 △6,113 △14,885

株主資本合計 861,077 814,025

新株予約権 1,533 6,838

純資産合計 862,610 820,863

負債純資産合計 1,198,049 1,411,532
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 733,283 644,053

売上原価 428,844 391,775

売上総利益 304,438 252,277

販売費及び一般管理費 ※1
 271,162

※1
 222,409

営業利益 33,276 29,868

営業外収益

受取利息 170 83

受取配当金 152 213

還付加算金 409 －

助成金収入 － 400

その他 100 30

営業外収益合計 831 726

営業外費用

支払利息 2,403 1,191

株式上場関連費用 2,130 1,853

その他 72 0

営業外費用合計 4,606 3,045

経常利益 29,501 27,549

特別利益

貸倒引当金戻入額 19,635 180

新株予約権戻入益 3,399 1,006

特別利益合計 23,034 1,186

特別損失

減損損失 2,624 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,694

事業損失引当金繰入額 35,341 －

特別損失合計 37,965 3,694

税引前四半期純利益 14,570 25,041

法人税、住民税及び事業税 1,145 1,145

法人税等調整額 6,861 －

法人税等合計 8,006 1,145

四半期純利益 6,564 23,896
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 338,199 332,672

売上原価 200,984 195,756

売上総利益 137,215 136,916

販売費及び一般管理費 ※1
 122,355

※1
 104,380

営業利益 14,859 32,536

営業外収益

受取利息 170 83

還付加算金 409 －

その他 － 30

営業外収益合計 579 113

営業外費用

支払利息 1,187 473

株式上場関連費用 1,096 665

その他 － 0

営業外費用合計 2,283 1,139

経常利益 13,155 31,509

特別利益

貸倒引当金戻入額 19,635 90

新株予約権戻入益 3,399 －

特別利益合計 23,034 90

特別損失

減損損失 2,624 －

事業損失引当金繰入額 35,341 －

特別損失合計 37,965 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △1,774 31,599

法人税、住民税及び事業税 572 572

法人税等調整額 6,861 －

法人税等合計 7,433 572

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,208 31,027
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 14,570 25,041

減価償却費 13,985 8,654

のれん償却額 14,500 14,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19,635 △180

事業損失引当金の増減額（△は減少） △60,998 △8,262

受取利息及び受取配当金 △322 △296

支払利息 2,403 1,191

株式報酬費用 2,803 651

新株予約権戻入益 △3,399 △1,006

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,694

減損損失 2,624 －

売上債権の増減額（△は増加） 71,573 △21,797

仕入債務の増減額（△は減少） △9,785 23,084

前払費用の増減額（△は増加） 23,526 24,598

その他 △32,909 561

小計 18,936 70,433

利息及び配当金の受取額 322 296

利息の支払額 △2,365 △1,109

法人税等の支払額 △1,179 △2,239

法人税等の還付額 12,609 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,324 67,381

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,728 △439

無形固定資産の取得による支出 △3,810 △339

子会社株式の売却による収入 15,459 －

その他 △255 △446

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,665 △1,225

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 △200,000

長期借入金の返済による支出 △49,800 △49,800

自己株式の取得による支出 △12,489 －

ストックオプションの行使に伴う自己株式の処
分による収入

－ 18,205

配当金の支払額 △33 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 37,677 △231,598

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 75,666 △165,442

現金及び現金同等物の期首残高 722,730 862,298

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 798,397

※
 696,855
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　
　

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１.会計処理基準に関する

事項の変更

資産除去債務に関する会計基準等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ357千円、税引前四半

期純利益は4,051千円減少しております。　

 

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

（1）固定資産の減価償却費の算定方法

　   定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっており

ます。

（2）繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　   繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著し

い変化がないと認められる場合には、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用

する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等、または、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められる場

合には、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに著しい変化の影響を加味したもの

を利用する方法によっております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

86,609千円 81,481千円

　２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく当第２四半期会計期間末の借入未実行の残高

は次のとおりであります。

　２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく当事業年度末の借入未実行の残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 105,000千円

差引額 395,000千円

当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 305,000千円

差引額 195,000千円

 

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 90,131千円

広告宣伝費 50,080 

減価償却費　 6,810 

のれん償却額 14,500 

給料手当 68,508千円

広告宣伝費 19,684 

減価償却費　 5,168 

のれん償却額 14,500 

前第２四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 43,669千円

広告宣伝費 18,488 

減価償却費　 3,438 

のれん償却額 7,250 

給料手当 33,020千円

広告宣伝費 8,575 

減価償却費　 2,608 

のれん償却額 7,250 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成22年３月31日現在） 　（平成23年３月31日現在）

現金及び預金 798,397千円

現金及び現金同等物 798,397千円

 

現金及び預金 696,855千円

現金及び現金同等物 696,855千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　28,877株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　230株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期会計期間末残高　1,533千円 

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

（金融商品関係）

当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）　

　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

（有価証券関係）

　　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　　デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

  　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　当第２四半期会計期間末（平成23年３月31日）　

　　資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありませ

ん。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日）及び当第２四半期会計期間（自　平成

23年１月１日　至　平成23年３月31日）

当社は、モバイルサイト向け及びスマートフォン、タブレット型端末向けコンテンツ配信を行うコンテンツ事

業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。　

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成23年３月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 30,058.21円 １株当たり純資産額 28,746.87円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 230.28円 １株当たり四半期純利益金額 838.89円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式の残高はありますが、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
837.72円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 6,564 23,896

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 6,564 23,896

期中平均株式数（株） 28,505 28,486

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 40

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－
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前第２四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △325.19円 １株当たり四半期純利益金額 1,084.14円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式の残高はありますが、１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,082.37円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △9,208 31,027

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△9,208 31,027

期中平均株式数（株） 28,317 28,619

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 47

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

　

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第２四半期会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　リース取引開始日がリース取引に関する会計基準適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引

残高は前事業年度末に比べて著しい変動がありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月11日

アクセルマーク株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアクセルマーク株式

会社の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第18期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アクセルマーク株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年５月12日

アクセルマーク株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアクセルマーク株式

会社の平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第19期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年１月１日から平成

23年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年10月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アクセルマーク株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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